
   

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              
 
  
 
 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
 

� 令和２年税制改正要望(相続税関連)                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    
Ｑ：令和２年の税制改正要望が各省庁から

出されているそうですが、相続税関連では、

どのようなものが提出されていますか？                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

Ａ：次の要望が出されています。 

【解説】  

1.上場株式の相続税評価 

上場株式の相続税評価について、課税時期

(死亡日)の前年の年平均株価、課税時期の属

する月以前２年間の平均株価も対象とするこ

と。 

また、投資信託の相続税評価についても、上

場株式の相続税評価と同様に、時価等(以下の

【参考】①～⑥)も対象とすること。 

【参考】 

相続財産となった株式の相続税評価は、時価

等(上場株式①～④、非上場株式①～⑥のうち、

最も低い価格)に基づき評価することとなって

いる。 

①  相続時の時価 

②相続発生月の毎日の最終価格の平均額 

③相続発生の前月の毎日の最終価格の平均額 

④相続発生の前々月の毎日の最終価格の平均 

額 

⑤課税時期（死亡日）の前年の年平均株価 

⑥課税時期の属する月以前２年間の平均株価 

2.死亡保険金の非課税限度額 

 死亡保険金の相続税非課税限度額につい

て、現行限度額(法定相続人数×500万円)に「配

偶者及び未成年の被扶養法定相続人数×500万

円」を加算すること 
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